
２９企法指第 １８  号 

 

 

昭島市情報公開・個人情報保護  

運営審議会会長 大 野 隆 司 

 

 

昭島市個人情報保護条例（平成10年昭島市条例第37号）の規定に基づき、

下記のとおり諮問する。 

 

 

平成２９年 ６月２１日 

昭島市長 臼 井 伸 介 

記 

諮問第 58 号 

本人の同意がない個人情報の収集及び個人情報の外部提供について 

諮問第 59 号 

電気通信回線による電子計算機の結合による個人情報の外部提供について 

諮問第 60 号 

個人情報の目的外の利用について 

 

諮問事項の詳細は、別紙１、２及び３のとおり 

 



別紙３ 

諮問第 60 号 

個人情報の目的外利用について 

 

（説明）昭島市個人情報保護条例（平成10年昭島市条例第37号。以下「条

例」という。）第13条第２項第６号の規定に基づき、次の事項について諮

問する。 

 

国保データベース（ＫＤＢ）システム利用に係る個人情報の目

的外利用について 

国保データベース（ＫＤＢ）システムは、各都道府県の国民健康保険連合

会が、保険者の委託を受け医療や介護などに関する業務を行うため管理して

いる情報を、健康・医療に係る情報基盤として整備・活用することを目的と

し、開発されたデータベースシステムです。このＫＤＢシステムは、平成25

年10月より運用が開始され、段階を経て、今日では国民健康保険に加え、後

期高齢者医療保険制度の医療・健診情報、介護保険に関する情報など、診療

報酬明細書や特定健診等記録、介護給付明細書等に基づく情報が医療・保

健・介護それぞれの制度を所管している部署から提供され、運用されていま

す。 

本市では、これまでＫＤＢシステムを活用し、地域における本市の特性の

把握や、それぞれの制度の情報を活用した統計資料の作成などを行ってきま

した。しかしながら、今後については、それぞれの制度を所管している保険

年金課、健康課及び介護福祉課が相互に連携し、対象者のニーズに応じた保

健事業を展開すること、医療や介護・予防などの支援を地域で一体的に提供

すること、地域包括ケアシステムの構築に向けた準備を進めることなどにも

活用していくことを検討しています。 

各主管課がそれぞれの制度の目的に応じて収集した個人の健康に関する情

報をＫＤＢシステムに集約し、これを各主管課が横断的に活用し得ることと

なりますが、このことが条例第13条第１項により制限されている個人情報の

目的外の利用に該当することから、同条第２項第６号の規定に基づき意見を

求めるものです。なお、目的外の利用に係る個人情報及び当該情報を所管す

る主管課並びに利用の時期は、次のとおりです。 



(１) 目的外の利用に係る個人情報 

   個人の健康に関する情報（別紙） 

(２) 個人の健康に関する情報に係る主管課 

保険年金課 国民健康保険・後期高齢者医療制度医療情

報 

特定健康診査・特定保健指導情報 

後期高齢者健診情報 

健康課 特定健康診査・特定保健指導情報 

後期高齢者健診情報 

介護福祉課 介護保険情報 

(３) 利用時期 

   平成29年７月以降随時 



（別紙） 

◇ＫＤＢシステムの主な対象データ 

 

 

 

〇対象情報は５年間分、電子データとして管理されている情報 

〇後期高齢者医療制度は、65歳以上で一定の障害がある場合には加入することができる 

〇介護情報は、受給者台帳に登録されている被保険者の情報のみ、２号被保険者の情報は条件該当者のみ 



平成２９年 ６月３０日 

昭島市長 

臼 井 伸 介 殿 

昭島市情報公開・個人情報保護  

運営審議会会長 大 野 隆 司 

昭島市個人情報保護条例に基づく諮問について（答申） 

平成29年６月21日付け29企法指第18号にて諮問のあった下記の件について、

別紙のとおり答申します。 

記 

諮問第58号 

本人の同意がない個人情報の収集及び個人情報の外部提供について 

諮問第59号 

電気通信回線による電子計算機の結合による個人情報の外部提供について 

諮問第60号 

個人情報の目的外の利用について 



答  申 

 

諮問第60号 

個人情報の目的外の利用について 

 

国保データベース（ＫＤＢ）システムに、保険年金課、健康課及び介護

福祉課が保有する個人の健康に関する情報を集約し、対象者のニーズに応

じた保健事業の展開のために当該情報を各主管課で横断的に活用すること

については、市民の健康の維持・増進等の効果が期待できることから、有

益かつ必要であると認め、了承する。 

なお、個人情報の取扱いについては、十分に留意し、適正な運用に努め

ていただきたい。 


